
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：22－019） 

 

１ 2022 年 1 月～7 月のパラオへの観光客数は、2021 年同期に比べて回復傾向

にあるが、コロナ禍以前より下回っている。2022 年 1 月～7 月の観光客数は

5,651 人で、上位 3 市場は、米国・カナダ、日本、ヨーロッパであり、大部分

はパラオで演習を行う米軍部隊によるものである。コロナ禍以前の上位は中国、

台湾、日本からの旅行者だった。 

原文 

（12th August 2022, Island Times） 

 

２ 中国の宇宙探査機追跡船（spacecraft tracking vessel）である遠望 5号

（Yuan Wang 5）が 7月 25日、無許可でパラオの EEZに入域した。同船は 31日

に EEZ を出域し、インドネシアに向かった。その後、さらに 2 隻の中国調査船

がパラオ EEZ近くのフィリピンとの間のポケット公海で、横方向に往来した。 

 中国の調査船やスパイ船（spy ship）のパラオ海域への無許可の侵入は毎年

発生しており、昨年 12月には中国の調査船がパラオの海域に無許可で 1週間近

く留まった。 

原文 

（12th August 2022, Island Times） 

 

３ 在パラオのジェシカ・リー台湾大使は、パラオ・カヤンゲル州の新州庁舎

や浮桟橋を含む台湾による経済刺激プロジェクトの起工式に参加した。ウィッ

プス大統領は式典で台湾の助成への感謝を示し、新州庁舎は洪水や強い台風に

耐えて異常気象の際の避難シェルターとなること、新しい浮桟橋は人々や小型

船がアクセスしやすい埠頭に設置されることに言及したほか、（※2013 年の）

台風 Haiyanの際の台湾によるカヤンゲルへの人道支援に対する感謝を改めて示

した。 

原文 

（23rd August 2022, Island Times） 

 

４ マーシャル諸島では、前週は連日 1,000 件を超える新型コロナ陽性が発生

していたが、5日間の急増と 5日間のピークを経て急速に減少し、1日の感染者

数は数百人となった。 

原文 

（26th August 2022, Radio NZ） 

 

https://islandtimes.org/palaus-tourism-2022-shows-recovery-but-still-remains-below-pre-covid/
https://islandtimes.org/chinas-spacecraft-tracking-vessel-encroaches-palau-waters-again/
https://islandtimes.org/ground-breaking-ceremony-of-the-roc-governments-economic-stimulus-projects/
https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/473538/as-covid-cases-drop-marshall-islands-praised-for-unprecedented-response


５ 中国は太平洋諸島フォーラム（PIF）事務局の中国・PIF 協力基金（China 

– PIF Cooperation Fund）に年次の資金寄付 108万ドルを提供した。同基金は

貿易、投資、観光及び人的交流の二国間協力を支援するために 2000年に設立さ

れた。（参考：昨年度も同額を寄付。） 

原文 

（25th August 2022, PACNEWS） 

 

６ 太平洋の災害・気候に関するウェブ上のデータプラットフォームとして

「Pacific Resilience Nexus」が立ち上げられた。Nexus の開発は、世界銀行

が資金提供し、太平洋共同体（SPC）の太平洋レジリエンスプログラム（マー

シャル諸島、サモア、トンガ、バヌアツにおける早期警報システムとレジリエ

ンス投資を強化するプログラム）を通じて実施された。 

原文 

（17th August 2022, Kaselehlie Press） 

 

７ 海上自衛隊は、トンガの首都ヌクアロファ近海でトンガ海軍と初の合同訓

練を実施したと発表した。護衛艦「きりさめ」とトンガの巡視船「Ngahau 

Siliva」が通信訓練及び戦術訓練（positioning exercises）を実施し、海自の

戦術能力の向上とトンガ海軍との相互理解促進を図ったという。この合同訓練

は、岸信夫防衛相（当時）が先月末、トンガ首相兼国防相との電話会談で、両

国の安全保障協力と交流を促進することで合意したことを受けて実施された。 

原文 

（23rd August 2022, South China Morning Post） 

※参考：海上自衛隊プレスリリース（リンク参照） 

 

８ 日本政府は、トンガにおける廃棄物処理、給水システムの改善及び全国早

期警報システムの拡張を目的とした 3 つの無償資金協力プロジェクトを決定し

た。（※今年 1 月の大規模火山噴火・津波）災害によるがれきの撤去の支援だ

けでなく、廃車を含め廃棄物に関して改善されたリサイクルを確立する。また、

離島における水供給システムの改善や、全国早期警報システムのプロジェクト

を完了させる。 

原文 

（12th August 2022, Matangi Tonga） 

※参考：在トンガ日本国大使館（リンク参照） 

 

９ ソロモン諸島政府は、地方の人々が 2023 Pacific Games（※4年毎に開催

されるオセアニア諸国の総合スポーツ大会）を観戦できるようにするため、今

後 2年間で全国の通信ネットワーク整備に約 6600万米ドルを投入すると発表、

資金は中国の EXIM 銀行の融資によって賄われると発表した。これは、2019年

9 月に中国とソロモン諸島が外交関係を結んで以来、ソロモン諸島が取得する

初の融資となる。融資は 20 年間で 1%の利息が課せられるという。資金調達の

詳細については、現在交渉中だという。（※SRO News22-017参照） 

https://pina.com.fj/2022/08/25/us1-08m-for-pacific-in-china-pacific-islands-forum-annual-development-cooperation/
https://www.scmp.com/news/asia/east-asia/article/3189917/japan-tonga-navy-hold-first-joint-drill-amid-china-tensions
https://www.mod.go.jp/msdf/release/202208/20220823.pdf
https://matangitonga.to/2022/08/12/japans-new-grant-aid-projects-tonga-include-help-clean
https://www.ton.emb-japan.go.jp/itpr_ja/11_000001_00402.html


原文 

（16th August 2022, Solomon Star） 

 

10 ソロモン諸島政府は、中国との関係を攻撃することによって「品位を傷つ

ける」又は「レイシャル・プロファイリング」に携わる記者はアクセスが禁止

されると表明し、一部の外国人ジャーナリストの入国を今後禁止することを認

めたとみられる。ソガバレ首相の官邸は、ソロモン諸島における中国のプレゼ

ンスの高まりを調査した ABCの Four Corners（※ドキュメンタリーTV番組）を

繰り返し非難していた。 

原文 

（25th August 2022, PACNEWS） 

 

11 キリバス（タラワ）のボンリキ国際空港で、高等裁判所判事で豪州出身の

デビッド・ランボーン氏を地元当局が不法に国外退去させようとする出来事が

あった。上訴裁判所が国外退去命令の差し止めを認めていたことを踏まえ、機

長は同判事の移送を拒否したが、入管などの政府関係者は、同判事を乗せなけ

れば飛行機の出発を認めないとし、3 時間の膠着状態の後、飛行機は出発を許

可された。同判事は首都タラワのモーテルで拘留されることになった。 

 キリバスの元大統領であるアノテ・トン氏は、ランボーン判事が野党党首と

結婚していることから、この問題は明らかに「政治的な意味合い」を持ってい

ると述べた。また、「マアマウ大統領の国外退去命令は、裁判所の決定に真っ

向から反しており、（※命令が実施されようとしたことは）法廷侮辱罪に近い」

と述べた。キリバス政府は声明で、ランボーン氏がビザの条件及び国内法に違

反したとし、上訴裁判所の「行き過ぎた行為」である指し止め命令に懸念を表

明、また、「新植民地勢力（neocolonial forces）」が「先住キリバス人（i-

Kiribati）の人々を保護するために制定された法律を武器にして、彼ら自身の

利益を追求し、人々の意志を抑圧した」と非難した。 

原文 

（15th August 2022, Marianas Variety） 

原文 

（18th August 2022, Radio NZ） 

 

12 ニュージーランドのスタートアップ企業が、ツバル周辺での違法漁業取締

訓練において最大 100 隻の「疑わしい船舶（dark vessels）」を検出した。同

社の上級研究員は、予想よりも検出率が高く、調査結果は太平洋の小さな国の

周辺で想像以上に違法漁業が深刻になっていることを示している可能性がある

と述べた。一方、「（衛星データについて）巡視船や航空機から実際に目視し

て検証しておらず、不確実性があるため、実際に違法行為が行われたかは示せ

ない。」とも述べた。 

原文 

（18th August 2022, PACNEWS） 

 

https://www.solomonstarnews.com/chinese-367m-loan/
https://pina.com.fj/2022/08/25/solomon-islands-to-ban-foreign-journalists-entry-into-country-over-demeaning-coverage/
https://www.mvariety.com/news/dramatic-scenes-in-kiribati-as-authorities-attempt-to-deport-judge/article_8f204bbe-1b82-11ed-81e4-77784f377313.html
https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/473077/ex-kiribati-president-warns-judicial-crisis-could-undermine-democracy
https://pina.com.fj/2022/08/18/kiwi-startup-detects-up-to-100-dark-vessels-during-pacific-fishery-surveillance/


13 東ティモールのジョゼ・ラモス・ホルタ大統領は、豪州と（※豪州の）ウ

ッドサイド・エナジー社がティモール海にある Greater Sunrise ガス田からの

パイプラインの行き先を、豪州ダーウィンでなく、東ティモール南岸へと変更

し、建設を支援しなければ、同国は中国の支援を求めることになると警告した。 

※同ガス田の権利割合：東ティモール公社 56.56％、ウッドサイド・エナジー

社 33.44％、大阪ガス 10％。 

原文 

（18th August 2022, The Guardian） 

 

  

https://www.theguardian.com/world/2022/aug/19/timor-leste-warns-it-will-work-with-china-if-australia-insists-on-pumping-timor-sea-gas-to-darwin


 


